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令和６年度
指定障がい福祉サービス事業者等

集団指導
（報酬改定編）

大阪市福祉局障がい者施策部
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本研修では、令和６年度報酬改定について、各サービスに共通する内容を
説明します。
詳細については、下記リンク先資料をご覧ください。

この研修資料のリンクは集団指導ホームページに掲載のPDF版の資料から
確認することができます。

【参考リンク先】
大阪市HP：令和6年度障がい福祉サービス等報酬改定について
厚生労働省HP：令和６年度障害福祉サービス等報酬改定について
こども家庭庁HP：令和6年度障害福祉サービス等報酬改定について

令和６年度報酬改定について

https://www.city.osaka.lg.jp/fukushi/page/0000604137.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000202214_00009.html
https://www.cfa.go.jp/policies/shougaijishien/shisaku/hoshukaitei
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●利用者の自己決定の尊重及び意思決定の支援に配慮すること
●サービス担当者会議及び個別支援会議について障がい者本人の参加を原則と
し、会議において本人の意向等を確認すること等

【参考】

「障害福祉サービスの利用等にあたっての意思決定支援ガイドラインについて
（平成29年３月31日付け障発0331第15号厚生労働省）」

障がい者等の意思決定支援の推進について（障がい者の場合）

（厚生労働省報酬改定資料から）

https://www.bing.com/ck/a?!&&p=a952d5fe98007870JmltdHM9MTcyMzMzNDQwMCZpZ3VpZD0yYzhkODUzYi00MGQzLTZkZGEtMGI1Zi05MTg1NDFmYjZjMTImaW5zaWQ9NTI0Mg&ptn=3&ver=2&hsh=3&fclid=2c8d853b-40d3-6dda-0b5f-918541fb6c12&psq=%e6%84%8f%e6%80%9d%e6%b1%ba%e5%ae%9a%e6%94%af%e6%8f%b4%e3%82%ac%e3%82%a4%e3%83%89%e3%83%a9%e3%82%a4%e3%83%b3+%e5%8e%9a%e5%8a%b4%e7%9c%81&u=a1aHR0cHM6Ly93d3cubWhsdy5nby5qcC9maWxlLzA1LVNoaW5naWthaS0xMjYwMTAwMC1TZWlzYWt1dG91a2F0c3VrYW4tU2FuamlrYW5zaGl0c3VfU2hha2FpaG9zaG91dGFudG91LzAwMDAxNTIyODQucGRm&ntb=1
https://www.bing.com/ck/a?!&&p=a952d5fe98007870JmltdHM9MTcyMzMzNDQwMCZpZ3VpZD0yYzhkODUzYi00MGQzLTZkZGEtMGI1Zi05MTg1NDFmYjZjMTImaW5zaWQ9NTI0Mg&ptn=3&ver=2&hsh=3&fclid=2c8d853b-40d3-6dda-0b5f-918541fb6c12&psq=%e6%84%8f%e6%80%9d%e6%b1%ba%e5%ae%9a%e6%94%af%e6%8f%b4%e3%82%ac%e3%82%a4%e3%83%89%e3%83%a9%e3%82%a4%e3%83%b3+%e5%8e%9a%e5%8a%b4%e7%9c%81&u=a1aHR0cHM6Ly93d3cubWhsdy5nby5qcC9maWxlLzA1LVNoaW5naWthaS0xMjYwMTAwMC1TZWlzYWt1dG91a2F0c3VrYW4tU2FuamlrYW5zaGl0c3VfU2hha2FpaG9zaG91dGFudG91LzAwMDAxNTIyODQucGRm&ntb=1
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●障がい児の年齢及び発達の程度に応じて、その意見が尊重され、その最善の
利益が優先して考慮され、心身ともに健やかに育成されるよう支援内容の検
討を行うこと

●サービス担当者会議について、障がい児の意見が尊重され、その最善の利益
が優先して考慮される体制を確保した上で、個別支援計画の原案について障
がい児及び通所給付決定保護者の意見を求めること等

【参考】
児童発達支援ガイドライン
放課後等デイサービスガイドライン → こども家庭庁HP
保育所等訪問支援ガイドライン

障がい児の意思の尊重と最善の利益の考慮（障がい児の場合）

https://www.cfa.go.jp/policies/shougaijishien/shisaku/#h2_free2
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【対象：計画相談支援、障がい児相談支援、地域相談支援、自立生活支援、就
労定着支援を除く全サービス】

●本人の意思に反する異性介助がなされないよう、サービス管理責任者等が
サービス提供に関する本人の意向（障がい児の場合は年齢等に配慮する）を
把握するとともに、本人の意向を踏まえたサービス提供体制の確保に努める
べきであること

●把握した本人の意向については、サービス提供記録や面談記録等に記録する
こと

 

利用者等の意向を踏まえたサービス提供（同性介助）
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【対象：短期入所、計画相談支援、障がい児相談支援、地域定着支援、福祉型
障がい児入所施設、医療型障がい児入所施設を除く全サービス】

●障がい者（児）の状況を踏まえた個別支援計画の作成を推進する観点から、
令和６年４月以降サービス管理責任者等が作成し利用者（給付決定保護者）
の同意を得た個別支援計画について相談支援事業者への交付を義務付け。 

●相談支援事業者へ交付する個別支援計画は、利用者（給付決定保護者）の同
意を得たものであれば、署名がないものでも可。

個別支援計画の指定特定相談支援事業者等への交付
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●施設・事業所における障がい者虐待防止の取組を徹底するため、障がい者
虐待防止措置を未実施の事業所等について、虐待防止措置未実施減算（所定
単位数の１％を減算）を創設。 

（参考）障がい者虐待防止措置
① 虐待防止委員会を定期的に開催（１年に１回以上）し、その結果について従業者に周知すること。
② 従業者に対し、虐待の防止のための研修を定期的（１年に１回以上）に実施すること。

③ 上記措置を適切に実施するための担当者を置くこと。 

上記の措置が講じられていない場合、事実が生じた月（運営指導を実施した月）の翌月から改善が認
められた月までは利用者全員について所定単位数を減算する必要があります

虐待防止措置未実施減算の適用について
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●利用者への情報公表、災害発生時の迅速な情報共有、財務状況の見える化の

推進を図る観点から、本市に対し情報の登録を行う必要があります。障害福
祉サービス等情報公表システム（WAM NET）上、情報の登録について未
報告となっている事業所は「情報公表未報告減算」を適用する必要がありま
す。（サービスによって、所定単位数の５％又は10％を減算）

【減算が適用される要件・期間について】
（令和６年４月以降に新規指定を受けた場合）
情報公表システムのＩＤ等が付与された翌月中に、事業所情報等を登録し、申請処理が行われていな

い場合、情報公表システムのＩＤ等が付与された月の翌々月から情報公表システムに事業所情報等を登
録し、申請処理を行った月まで
（令和６年３月以前に指定を受けている場合）
令和６年４月時点で、本市に１度も申請を行っていない場合は、令和６年４月から本市に申請を行っ

た月まで

情報公表未報告減算の適用について
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●感染症や災害が発生した場合であっても、必要な障がい福祉サービス等を

継続的に提供できる体制を構築するため、業務継続計画の策定の徹底を求
める観点から、基本報酬を減算する（所定単位数の１％又は３％を減算）。

【減算が適用される要件・期間について】
（減算が適用される要件）
・感染症又は非常災害のいずれか又は両方の業務継続計画が未策定
・当該業務継続計画に従い従業者に対して研修及び訓練を行う等必要な措置を講じていない。

（減算適用期間）
・減算が適用される要件に該当した月の翌月から、減算が適用される要件に該当しなくなった月まで

（その他）
・令和７年３月31日までの間は「感染症の予防及びまん延防止のための指針」及び「非常災害計画に
関する具体的計画」の策定が行われている場合には、当該減算の適用は不要

・居宅介護、重度訪問介護、同行援護、行動援護、重度障がい者等包括支援、自立生活援助、就労定
着支援、居宅訪問型児童発達支援、保育所等訪問支援、計画相談支援、地域移行支援、地域定着支
援、障がい児相談支援においては、令和７年３月31日までの間は、当該減算の適用は不要

業務継続計画（ＢＣＰ）未策定減算の適用について
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【対象：計画相談支援、障がい児相談支援、地域相談支援、自立生活援助、就
労定着支援を除く全サービス】

●身体拘束等の適正化の徹底を図る観点から、令和６年４月より減算される
単位数が変更になりました。 
（施設・居住系サービスについて、身体拘束廃止未実施減算の減算額を５
単位から所定単位数の10％に引き上げ。訪問・通所系サービスについて、
減算額を５単位から所定単位数の１％に見直す。）

（※）施設・居住系：障がい者支援施設（施設入所支援のほか、障がい者支援施設が行う各サービスを
含む）、療養介護、障がい児入所施設、共同生活援助、宿泊型自立訓練

訪問・通所系：居宅介護、重度訪問介護、同行援護、行動援護、重度障がい者等包括支援、生活
介護、短期入所、自立訓練（宿泊型自立訓練を除く）、就労移行支援、就労継続
支援Ａ型、就労継続支援Ｂ型、児童発達支援、放課後等デイサービス、居宅訪問
型児童発達支援、保育所等訪問支援（障がい者支援施設が行う各サービスを除く）

身体拘束廃止未実施減算の適用単位数の変更について
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報酬改定編は以上です。
各サービス編にお進みください。
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